
２　事業概要

特定財源 一般財源

千円 千円 千円

 物価高の影響が長期化する中、その影響を強く受けている子

 育て世帯に対し、物価高対応子育て応援手当を支給するもの｡

 　対 象 者　

 　　令和7年9月30日時点で唐津市に住所を有し、児童手当の

 　　受給資格がある者（対象児童は、令和8年3月31日までに

 　　生まれた児童を含む。）

 　支 給 額　対象児童1人当たり20千円

 　事 業 費　

 　　応援手当　370,000千円

 　　事 務 費　　8,787千円

 　　会計年度任用職員　2名配置　1,216千円　　　　　　

 　（全額繰越明許費設定）

千円 千円 千円

 物価高騰の影響を受けている家庭や事業者の負担軽減を図る

 ために行う水道料金の減免措置相当額等を、水道事業会計に

 繰り出すもの。

 特定財源　地方創生臨時交付金

物 価 高 対 応
子 育 て 応 援 手 当
支給事業費・事務費

会 計 年 度 任 用
職 員 給 与 費
（物価高対応子育て
応 援 手 当 分 ）

380,003 380,003

 民　生　費 

 衛　生  費 

水 道 事 業 会 計
繰 出 金
（物価高対応分）

164,485 164,485

93,972,163 4,613,394 714,370 99,299,927

財 源 内 訳

（一 般 会 計）
特定財源
の 表 示

（国）国庫支出金、（交付金）地方創生臨時交付金

事  業  名 事 業 費 説  明

（12月1日提出分） （12月18日提出分）

千円 千円 千円 千円

令和７年度１２月補正予算（１２月１８日提出分）の概要

１　予算規模(一般会計)

令 和 ７ 年 度 令 和 ７ 年 度 令 和 ７ 年 度 令和７年度１２月

現 計 予 算 額 １ ２ 月 補 正 額 １ ２ 月 補 正 額 補 正 後 予 算 額

（交付金）

（国）

新
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特定財源 一般財源

財 源 内 訳
事  業  名 事 業 費 説  明

千円 千円 千円

 物価高騰の影響を受けている家庭や事業者の負担軽減を図る

 ために行う下水道使用料の減免措置相当額等を、下水道事業

 会計に繰り出すもの。

 　対象事業　戸別浄化槽整備事業

 特定財源　地方創生臨時交付金

 物価高騰の影響を受けている家庭の負担軽減を図るため、水

 道料金の減免を行う簡易水道組合等に対し補助するもの。

 　事業内容

 　　対 象 者　簡易水道組合等　

 　　補 助 額　簡易水道組合等の加入世帯が負担する水道料

　　 　　　　　金のうち基本料金の2か月分　　 

　　　　　　　 上限額3,246円

 特定財源　地方創生臨時交付金

 物価高騰の影響を受けている家庭や事業者の負担軽減を図る

 ため、飲用井戸水利用世帯等に対し支援金を交付するもの｡

 　事業内容

 　　対 象 者　飲用井戸水利用世帯及び事業者　　

 　　支 援 額　9,972千円（対象世帯等1件当たり2,252円）

　　 事 務 費　3,318千円　　 

 　　会計年度任用職員　1名配置　1,014千円　　　　　　

   特定財源　地方創生臨時交付金

 　（全額繰越明許費設定）

 物価高騰の影響を受けている家庭や事業者の負担軽減を図る

 ため、し尿汲み取り等手数料の減免を行う事業者に対し補助

 するもの｡

 　事業内容

 　　対 象 者　し尿汲み取りを行う事業者　　

 　　補 助 額　40,699千円（対象世帯等1件当たり3,410円）

　　 事 務 費　10,830千円　　 

 　　会計年度任用職員　1名配置　1,014千円　　　　　　

   特定財源　地方創生臨時交付金

 　（全額繰越明許費設定）

簡 易 水 道 組 合 等
支 援 補 助 金

477 477

飲用井戸水利用者
支 援 金

会 計 年 度 任 用
職 員 給 与 費
（飲用井戸水利用者
支 援 金 分 ）

14,304 14,304

し 尿 汲 み 取 り 等
手 数 料 補 助 金

会 計 年 度 任 用
職 員 給 与 費
（し尿汲み取り等
手数料補助金分）

52,543 52,543

下 水 道 事 業 会 計
繰 出 金
（物価高対応分）

6,167 6,167

（交付金）

（交付金）

（交付金）

（交付金）

新

新
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特定財源 一般財源

財 源 内 訳
事  業  名 事 業 費 説  明

千円 千円 千円

 物価高騰の影響を受けている家庭や事業者の負担軽減を図る

 ために行う下水道使用料の減免措置相当額等を、下水道事業

 会計に繰り出すもの。

 　対象事業　農業集落排水事業

 特定財源　地方創生臨時交付金

 物価高騰の影響を受けている家庭や事業者の負担軽減を図る

 ために行う下水道使用料の減免措置相当額等を、下水道事業

 会計に繰り出すもの。

 　対象事業　漁業集落排水事業、小規模集合排水処理施設整

　　　　　　 備事業

 特定財源　地方創生臨時交付金

千円 千円 千円

 物価高騰の影響を受けている家庭や事業者の負担軽減を図る

 ために行う下水道使用料の減免措置相当額等を、下水道事業

 会計に繰り出すもの。

 　対象事業　公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業

 特定財源　地方創生臨時交付金

 土　木　費 

下 水 道 事 業 会 計
繰 出 金
（物価高対応分）

86,800 86,800

 農林水産業費 

下 水 道 事 業 会 計
繰 出 金
（物価高対応分）

7,051 7,051

下 水 道 事 業 会 計
繰 出 金
（物価高対応分）

2,540 2,540

（交付金）

（交付金）

（交付金）
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（特 別 会 計）
特定財源
の 表 示

特定財源 一般財源

千円 千円 千円

 物価高騰の影響を受けている家庭や事業者の負担軽減を図る

 ため、水道料金の減免を行うもの。

 　減免内容　水道料金のうち基本料金の2か月分

　 減免対象　令和8年2月、3月検針分

 　営業収益

 　　給水収益　　　△163,935千円

 　営業外収益

 　　他会計補助金　  164,485千円

 　営業費用

 　　業務費（システム改修費）  550千円

千円 千円 千円

 物価高騰の影響を受けている家庭や事業者の負担軽減を図る

 ため、下水道使用料の減免を行うもの。

 　減免内容　下水道使用料のうち基本料金の2か月分

　 減免対象　令和8年2月、3月検針分

 　営業収益

 　　下水道使用料　△102,008千円

 　営業外収益

 　　他会計補助金　  102,558千円

 　営業費用

 　　業務費（システム改修費）  550千円

下水道使用料の減免 550 550

 水道事業会計 

 下水道事業会計 

水 道 料 金 の 減 免 550 550

  (繰)繰入金

財 源 内 訳
事    業    名 事 業 費 説            明

（繰）

（繰）
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